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I はじめに
企業の国際化に関する多くの分析は，これまで製造企業をその対象としてき
た。しかし，近年において流通企業の国際化が一般的に普及している。この傾
向は，ヨーロッパやアメリカさらに日本においても強化されるに至っている。
流通企業の国際化を論ずる場合，まず流通企業が販売するサービスの特徴を
論ずる必要があろう。このことによって，流通企業の国際化と製造企業のそれ
を明確に識別することが可能となるであろう。
本論ではその考察対象をヨーロツノ刈、売業に絞っている。それは，過去の主
な流通革新がヨーロッパ小売業から誕生したからである（1）。
ヨーロッパ小売業の国際化はどのような要因によって促進したのであろうかD
これが本論の考察の第二の目的である。第三の目的は，ヨーロッパ小売業の国
際化の現状を分析することにある。
I サービスの基本特性
サービスには次のような特質が存在する。第一の特質は無形性である。サー
ピスは接触することにより消費者が判断する物的財から成立しているわけでは
ない。つまり，サービスは消費する前には明確に判断できない（ 2）。第二の特
(1）例えば、百貨店やハイパーマーケット及びノーブランド商品がそれである。
(2) 田村正紀『現代の市場戦略』 1989年、 104-110頁。 J.E.G. Bateson，“Do We Need 
Service Marketing？” in Mαrketing Consumer,Seruices : New Insights, Marketing 
Science Institute, Report No.77-115, December 1977;L.L.Berry，“Service Marketing 
is different" ,Business,Vol.30,No.3,1980,pp.24-29; J. M.Rathmell，“What is Meant 
by Services？”，JournαJ of Mαrketing,Vol.30,0ctober 1966,pp.32-36. 
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質として，多数のサービスが同時に提供され消費されるという生産と消費の不
可分離があげられるけ）。第三の特質は不均質性である。この特質の場合，消
費者に配達されるサービスの一貫性ないし均一性を提供することや品質管理の
問題が発生する。第四のサービスの特質は，貯蔵が不可能という点にある。
しかし，サービスは以上の特質をすべて示しているわけではなく，一つ以上
の特質を示す。四つの特質から，サービスは財とは異なる。このことから，サー
ビスを定義する場合に問題点が生じる。サービスは物的「財jを包含する形で
販売時点で同時に供給される。また財は 生産と流通の非要素サービスを内包
する。従って，純粋なサービスや財は存在しないわけであり，財とサービスは
単純に区別することは不可能である（ 4）。
以上のサービス特質から，無形要素の水準が高いほど，製品生産と伝統的に
結びついた海外発展戦略とは異なるそれが存在する可能性が高いと思われる。
サービスが物的財に含まれる程度にもとづいて国際サービスを類型化すると，
次のような特質を取り上げることができょう。サービス製品は国境を越えて取
引可能であり輸出される。またサービスの生産と消費は区別できない。さらに，
サービスは識別可能製品と立地サービス要素のミックスを内包するのであ
る（ 5）。取引可能性によりサービスを分類すると この場合のサービスは供給
者と消費者間の直接接触を必要としない。こうしたサービスは，生産者から消
費者までの要素の移動あるいは消費者の生産要素までの移動を必要とするサー
(3) C.Gronroos，“A Service-oriented Approach to Marketing of Services" ,Europeαn 
JourηαJ of Mαrたeting,Vol.12,No. 8, 1977, pp. 588-601; W. J. Regan，“The Service 
Revolution”，JournαJ of Mαrketing, Vol.30,0ctober 1966,pp.32-36;V .A.Zeithaml,A. 
Parasuraman and L.L.Berry，“Problems and Strategies in Services Marketing，’ 
JournαJ of Mαrたeting,Vol.49,Spring 1985,pp.33-46. 
(4) J. H. Dunning，“Multinational Enterprises and the Growth of Services:Some 
Conceptual and Theoretical Issues" , Service Indus"tries Journαl, Vol. 9, No.1, 
January 1989, pp. 5-39. 
(5) J. J. Boddenwyn, M. B. Halbrich and A. C. Perry，“Service Multinationals 
Conceptualization, Measurement and Theory" ,Journal of Internαti onαJ Business 
Studies, Vol.16, No.3, 1986, pp. 41-57. 
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ビスと区別されるものとして輸出され得る（ 6）。
しかし，実際問題として，多数の製造企業は製造業務を支援するために卸売，
輸送や事後販売サービス等といったサービス活動に従事しているのである。こ
のような状況が，国際サービス業の分析を困難しているのである（ 7）が，多国
籍企業のサービス活動とサービス部門の識別は可能である。
これまでの議論を要約すれば以下のようになろう。サービスが物的財に包含
される程度が，サービスの取引能力の程度を規定する。また供給されるサービ
スが有形製品にふくまれる場合 外国市場に製品を輸出したり認可することが
可能である。さらにサービスの提供が人に依存すると 企業人は消費者のとこ
ろまで移動したり最寄りに立地しなければならない。
サービス提供における人の要素は 企業の特殊な優位を保持するための重要
な資源である。こうした優位を開発するうえで，国際化戦略においてこのよう
な資産の管理を維持することが不可欠である。
流通企業の市場サービス提供意思決定と国際化過程は 以上のサービスの特
質により影響をうけるのである。
皿 国際化への動機
ヨーロツノ刈、売業はどのような動機によって国際化への途を歩んで来たので
あろうか。本節は国際化への動機を抽出し それらが実際にヨーロッノ刈、売業
にどのように影響を与えたかについて明らかにしようとするものである。
ヨーロツノ刈、売業の国際化への動機は，概ね二分し得る。一つはプッシュ動
機であり，もう一つはプル動機である。プッシュ動機とは，海外市場の相対的
魅力度を高めるように作用する要因であり 換言すると小売業の本国市場を魅
力のないものにするように作用する諸力である。プッシュ動機には知覚された
(6) G. P. Sampson and R.H. Snape，“Identif ing the Issues of Trade in Services", 
World Economy,Vol.8,June 1985, pp. 171-182. 
(7) J. R. Markusen，“Service Trade by the Multinational Enterprise", in P. Ender-
wick(ed), Multiηαtional Service Firms, 1989. 
市場の飽和の存在や兆候，新規開店や営業時間を規制する法律と労働法，少な
い人口増加率，強い競争圧力，低い経済成果 小売床面積の飽和が考えられる。
プル動機は海外発展を魅力的なものにする要因である。これらの要因としては
未開拓の海外市場，ニッチェ市場になる潜在性，望ましい法的環境，今後の発
展のパネとなる海外市場の橋頭壁を開拓する機会，グローパル企業としての経
営哲学などが含まれる。海外市場へ向かうヨーロッパ小売業の意思決定は，プッ
シュ動機とプル動機の組み合わせの結果として執行されてきたは）。
ヨーロッパ小売業の海外市場指向は，歴史的に国内市場の限界から派生して
きたけ）。オランダ金業の例を取り上げよう。オランダの停滞した経済と 1990
年度における14,892,000人の人口は，オランダ企業が国内市場で成長する領域
を制約した（10）。この事により， Brenninkmeyersは1930年代以降，ヨーロッパ
大陸において活発に海外へ進出し 1965年にアメリカ合衆国の小規模専門店チェー
ンのOhrbach’sの買収を実施した。 1887年の創業であるAholdは， 1976年度に
スペインのスーパーマーケット・チェーンCadaDiaの開店により最初の海外出
店を実現し， 1977年度以降アメリカ合衆国に集中的に出店を施行した。一方で，
Vendexは，店舗の直接所有を媒介にして国際発展を追求する戦略を執った。
このような企業行動は ファーストフード・チェーンやブラジルに家庭用品の
Ultralarチェーンの所有といった状況に反映されている (ll)0 
次にフランス企業の国際化への動機を眺めてみよう。そこで、Promod討を取
り上げよう。 Promodesは， NormandieとBretagneを網羅しているいくつかの
(8) A. D. Treadgold and R. L. Davies.The Iηterηαtioηαlisαtio九 ofRetαiling, 1988, 
pp.10-11. 
(9) L. Pellegrini，“The Internationalization of Retailing and 1992 Europe", JournαJ 
of MαrたetingChαnnels, Vol.1,No.2, 1992, p.13; A. D.Treadgold，“The Developing 
Internationalisation of Retailing", InternαtionαJ JournαJ of Retαil & Distribution 
Mαηα.gement,Vol. 18, No.2, 1990, p.5. 
(10) T. M. Robinson and C. M. Clarke -Hill，“Directional Growth by European 
Retailers”，Internαtional JourηαJ of Retαil & Distribution Mαnαgement,Vol.18, 
No.3, 1990, p.6. 
(1) A. D. Treadgold and R. L. Davices, op. cit, pp. 11-12. 
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かの卸売企業の合併により 1961年に創設された比較的若い企業である。 Prom
odおは1960年代に彼らの最初のスーパーマーケットを， また1970年に彼らの
最初のハイパーマーケットである Continentを開設した。 1978年度に Promod 
おは， Promod色s SAの周辺で再編成された卸売企業及び、Continentの周辺で
再編成されたハイパーマーケット企業により再組織化された。 1980年度にPro
modおは， Red Food Storesチェーンの買収によってアメリカ市場に参入
した。 Promod色sは1991年度に9.1%の市場占有率をもっフランスで第二位の
食品流通企業である問。フランス国内で手堅い経営を実施し，揺ぎない地位
を獲得していたのだが 1981年度の大統領選挙の結果として第五共和制下で社
会主義政権が誕生し 企業社会に不確実性が広がった。囲内政治に伴う多くの
不確実性を回避するために，海外進出が主流となる時代が到来した（日）。
このような店舗展開計画は，大規模新規店舗の出店の範囲を制限するロワイ
工法 (14）に対処したものである。しかし， Promodおの海外進出に対するロワ
イ工法の影響とその他の影響とを区別することは極めて困難である。
このように大規模小売企業の出店規制をするロワイ工法と同じような法律を
成立させているのが ベルギーの第二次パドロック法である。暫く新店舗設立
を規制するこの法律の歴史的背景を論じよう。
1930年代の経済危機の発生により，零細小売商と大規模小売企業との問で，
深刻な経済的・社会的・政治的対立が顕著になった。このような事態に対峠し
て，政府の介入や役割が拡大した。 1937年度に，第一次パドッロック法が成立
した。この法律は，人口10万人以上の町で5人以上あるいは小規模の地域社会
(12) B. Sternquist and M. Kacker, Europeαη Retαiling’s Vαnising Borders, 1994, pp. 
96-97. 
仕3 A. D.Treadgold and R. L. Davices, op. cit, p. 12. 
(14) ロワイ工法に関しては次の文献を参照されたい ( S.L. Burt, The Loi Royerαnd 
Hypermαrket Development in Frαnee -A Study of Public Policy Towαrd 
Retailing一， 1985; J. A. Dawson, Commercial Distribution in Europe, 1982, 
Chapter 5. 田村正紀『日本型流通システム』昭和62年、 95-100頁。
白石善章「フランスーロワイ工法による規制－J、日本経済新聞社編『大店法が消える日J
平成2年、 228-247頁。）
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で3人を雇用する大規模に多様化した店舗の出店の禁止を盛り込んでいる。第
一次パドロック法は，元来，短期間のものと考えられていたが， 1938年度に強
化され， 1961年度まで繰り返えして拡張された。このことが，ベルギー小売業
の後進性の原因となったと推測される。ベルギー小売業の実質的な流通近代化
は1960年度以降となり ハイパーマーケット スーパーマーケットさらにショッ
ピングセンターの数が1960年代から1970年代にかけて増加した（山口
1962年度に土地利用法が成立し 小売業向けの特別ゾーンが設けられた。し
かし，適切な資源や明確な目的が存在しなかったために，ベルギー政府やヨリ
下級の行政機関により包括的計画は展開されなかった。また，大規模店の速い
成長に対して，この法律はなんらの影響ももたなかった。大規模小売店の速い
成長，投資収益の受容水準ならびに変化している消費者欲求や習慣は，遅い閉
店時間を大規模小売企業の最も望ましい目的にした。小売商と彼らの中間階級
団体が閉店時間の事実上の独占を喪失した時，遅い閉店時間の一般化が彼らを
狼狽させた（凶）。
このような事態に対して，ベルギー議会は1973年度に遅い閉店時間を規制す
る法案を通過させた。こうして小売店は，午後8時から午前5時まで閉店する
必要があった。中産階級により考え出されて支持を集めたこの法律は，主に労
働規制として提案された。しかし，この法律は，零細小売商との競争で大規模
資本集約小売企業を不利な立場にたつように意図されたものであった。 1962年
度の土地利用法は，新規大規模店の設立を統制する場合に有効ではないことが
判明した。新規大規模店の設立ないし既存店の増床を規制するための議案提出
が準備された。
このような大規模店の設立に包含される問題を検討するために三つの委員会
(15) J.Leunis and P.Franc;;ois，“The Impact of Belgian public policy upon retailing: 
The case of the second Padlock Law”，in E.Kaynak(ed),TrαnsnαtionαJ Retαiling, 
1988, p. 136; P. Franc;;ois and J.Leunis，“Public Policy and the Establishment of 
Large Store in Belgium ”，Internαti onαJ Review of Retαil, Distributionαπd 
Consumer Reseαrch, Vol.1, No.4, 1991, pp. 469-486. 
(16) J. Leunis and P. Franc;;ois, ibid. 
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が創設された。ショッピング・センター委員会 (1971年設立），小売計画委員
会（1972年設立）及び小売業混合委員会（1973年設立）がこれらである。小売
業混合委員会は，異なった省の公務員，中小・大規模小売商の代表者，労働組
合，異なる消費者団体から構成される。この委員会は，新規店の設立あるいは
既存店の増床への適用を検討する場合，従わざる得ない一定の手続きを立案す
ることを命じられた。 1974年度に，委員会により合意にたどり着いた（問。
1975年6月29日に，新規店舗の設立（及び既存店舗の増床）を規制する法律
が通過した。第二次パドロック法は，以下の例におけるように総ての計画され
た新規店舗に適用可能である。すなわち，
① （高い人口密集の市街地として法律に記述された）第一ゾーンに立地し
ている場合，総店舗面積が3000m2以上あるいは純店舗面積（実質販売面積）
が1500m2以上の場合
② 低い人口密度（第一ゾーン以外の総ての地域）を伴う総店舗面積が1000
ば以上あるいは純店舗面積が750m2以上の場合で、ある（則。
以上から明らかなょっに パドロック法はベルギーで大規模店舗の展開をほ
とんど不可能にするょっに構造化されたり解釈されてきた。第二次パドロック
法が1975年度から有効になると，ハイパーマーケットとスーパーマーケットの
増加数が顕著に少なくなった。国内市場への参入が高度に制約された状況に対
応して，ベルギーの大規模小売企業は積極的に海外進出を実施してきた。 1975
年度の第二次パドロック法成立から ベルギーの大規模小売企業の国際化が開
始したと言えよう（問。この事例としてGB-Inna-BMの行動を取り上げよう。
GB-Inna日BMの主要活動は小売で、あり 1960年代と1970年代における合併の
結果，ベルギーで最大の規模となった。この企業の名前は， 1974年における三
。カ Ibid,p. 137. 
仕8) Ibid 
仕9) A. D. Treadgold and R. L. Davices, op. cit, pp. 13-14; J. Leunis, A. Evenepoel 
and J. Jacobs，“Retail trade in Belgium’＇， in Eurostat, Retαiling in the 
Europeαn Single Mαrket, 1993, p. 48. 
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つの百貨店－Bon Marche, Grand Bazard’Anvers, Innovationー の組み合
わせに由来する。 GB-Inno-BMはベルギーの総小売販売高の約10%を占めて
いる。
このようにGB-Inno-BMは，合併により規模の利益を獲得していたのであ
るが，第二次パドロック法の成立はGB-Inno-BMの経営の多様化戦略を見直
すこととなった。この結果， GB-Inno-BMは，次の三分野に経営資源を集約
させたのであった（20）。
第一の分野は，ハイパーマーケット，スーパーマーケット及び百貨店であ
る。これらの既存業務を改善することによって，ハイパーマーケット（ GB
Maxi）とスーパーマーケット（GBSuper）は百貨店より成功をおさめたので
あった。
第二の分野は，これまで、以外の小売形態への多様化ある。 GB-Inno-BMは
DIY，ファーストフード，スポーツ用品，玩具，家具，旅行センタ一等に業種
を多様化した。 J.C.Pennyのベルギーの販路の大部分を獲得し，またバラエ
テイストアの Sarmaチェーンやフランチャイズの Nopriチェーンの49%に利
害関係を保持している。このようにして設立された店舗は，第二次パドロック
法の規定に影響されなかった。
第三の分野は，食品とDIY小売業が主体となった海外進出である。 GB-Inno-
BMの主要活動は食料品流通で，このグループ全体の販売額の64%を占める。
GBが144店（ 8店がフランチャイズ）， Sarmaが14店， Robが3店，フランチヤ
イズの UnicとNopriが555店存在する。このグループはアメリカ合衆国の
Scotty’s, Handy Andy, Central Hardwareを含むDIY(251店）にも関与し
ている。また， GB-Inno-BMは，スペインでDIYチェーン店を出店させるた
めに CorporationFinanciera Albaと合意に達した。 1988年、 GB-Inno-BM 
は，スポーツ用品を販売するDisport，玩具を販売するChristiaensen, DIYの
側 B.Sternquist and M. Kacker, op. cit., p. 54; A. D. Treadgold and R. L. Davies, 
ibid.' pp. 15-16. 
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Obi及びファーストフードのQuckと共に，フランスにおける既存株式に追加す
るために20店舗を擁するフランスの衣料チェーンストアのVetirの株式40%を
取得した。このようにして GB-Inno-BMはヨーロッパで、最大手の小売コン
グロマリットの一つに成長したのであった。
ところで，ヨーロッパ小売業の海外発展を魅力的なものにする要因として，
ニッチェ市場になる潜在性が指摘される。この事例としてAlainManoukian 
が存在する。この企業は 国内の伝統的なニッチェ市場よりも海外の類似した
それの識別と開発を介して発展しようとした。フランス ベルギー，イタリア，
スペイン及びオランダに店舗が存在する。 1987年度に，次の 4年間でアメリカ
合衆国に200店舗を開店する計画を開始した（21）。
また，差別化された商品あるいは取引フォーマット並びに普遍的手段におけ
る強い信念が，新しいマーケテイング・ニッチェを創造して既存のそれを拡大
する，と考える企業が存在する。イタリアの Benettonは このような自己信
念の本源的事例である。 Benettonは， 1968年度にイタリアに一号店を開店し，
現在では50カ国以上に支店を展開している。このように積極的に海外進出を実
施している一方で， 4つの主要市場一ドイツ，イギリス，イタリア，フラン
スーへの依存を減少させることを意思決定した。この結果， Benettonの総販
売額に占める 4市場への依存度は， 1983年度に82.9%であったが， 1986年度に
67.6%まで低下させた。それにもかかわらず， Benettonの経営者は，潜在市場
の1/3を取り逃がしている，と考える（幻）。こうした点において， Benetton
のグローバル企業に成長する企業哲学が見受けられる。
以上，ヨーロツノ刈、売業の国際化を決定するプッシュ動機とプル動機の中で
も特に影響の強い要因について述べた。しかし 実際には プッシュ動機とプ
ル動機にも包含されない要因も存在する。文化的要因がそれである。スウェー
デンの大規模家具小売企業のIKEAの初期における海外展開は， ドイツ語圏を
(21) A. D. Treadgold and R. L. Davies, ibid., p. 17. 
包含 Ibid., p. 18. 
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中心に実施されたのであった（制。
N 国際化の現状
本節では，まず，フランスの小売業が海外に進出した過程を時系列的に取り
扱う。次，ヨーロッパの小売業が執行してきた戦略を域内単一市場の成立とい
う視点から検討を行なう。
(1) フランス小売業の海外進出
1938年度に，フランスの小売業（通信販売）がオランダ、のTilburgに最初に
海外進出した。この小売業が3Suissesで、あった。 3Suissesは，ベルギーに毛
織物店（1950年）， ドイツに子会社（1954年）さらにオーストリアにその他の
店舗（1961年）を保有し，北ヨーロッパに50の販路を維持した。この時代の 3
Suissesの花形商品は毛織物であり，国際商品カタログはTogetherにより作成
され， 1カ国に普及した（判。
1960年度と1980年度の聞に フランスの多数の小売業が海外進出を意思決定
した（制。フランス北部地方に導入された通信販売会社と海外進出の創始者は，
近隣諸国に途々に進出し始めた。フランス本国や身近な文化からも遠く離れて
いないために，これらの諸国は困難性や大きな危険性も示さなかった。 1950年
代末から， Redouteは，ルーベの設備を使用して，ベルギーで活動していた。
従って，出店には多額の投資を必要としなかった。
加.） R. Mαrtenson，“Cross-cultural Similarities and Differences in Multinational 
Retailing" ,in E. Kaynak(ed), op. cit., pp. 25【27. 文化的要因がヨーロッパ小売業に
具体的にどのような影響を与えたかについては、今後の研究を待つ必要があろう。
~1) Libre Service Actualites, { La Distribution et L’Europe } , Libre Service 
Actuαlites,n 1179,6 octobre 1989, p. 16. 
制 Ibid.スペインのSimagoに資本参加しているPrisunicと提携した大衆百貨店（1鉛4年度）、
スペインで、Sabecoの資本に手を出したDocksde Franceとの連鎖店(19白年度）、ベルギー
のDelhaizeとの合弁子会社によりベルギーで安定した地位を得たCarrefourとのハイパー
マーケット(1969年度）、ベルギーに第一号店を閉店したConforamaとの専門量販店（1978
年度）、スペインに1988年度から存在するLeclerc等が挙げられる。
- 22 ( 168）ー
フランスの流通業者が南ヨーロッパに目を向けるようになるには、 1960年代
中葉まで待たねばならない。 1964年度に、 Prisunicはスペインに参入し
(Simagoに15%の資本参加），また1967年度にギリシャに（Marinopoulosクワレー
プに経営参加）， さらに1969年に LaRedouteはイタリアの通信販売会社の
Vestroの資本の50%を得た。 1973年から，海外進出が増加した。 Docks
Remo isはSabecoに経営参加しながらスペインに進出し またイタリアで交渉
を始めた。次に， DocksRemoisは地方会社に経営参加を実施しつつポルトガ
ルに参入した。 Carrefourは，イタリアの会社との協定によりイタリアに浸透
し， Marchグループと連携してスペインにも出店した。このような南ヨーロッ
パへの流れは停止しない。対照的に，この流れはあらゆる領域一フランチャ
イザー（LaTaste, Yves Rocher等），ハイパーマーケット専門店（Continent,
Montlaur, Arlaud等），専門量販店（Castorama, Leroy Merlin）等ーから
新規参入で膨張している（制。
北ヨーロッパ諸国よりも設備投資がなされていないが，経済的浮揚の局面に
おいて，地中海諸国は，イタリア市場の閉鎖性や外国投資家から商業を保護す
ることを主眼においたスペインの当局の反応にもかかわらず，フランス商業に
とって魅力的でありつづけている。
ところで，いくつかの流通業者が急速な国際化に関わってきた。 1969年以降，
Carrefourはベルギー ， イギリス及びスイスを標的とした。 Carrefourは，
1972年度にイタリアに， 1973年度にスペインに，そして1975年度にオーストリ
アに導入された。 10年ほどで，フランスのハイパーマーケットのリーダーはヨー
ロッパの 7カ国に存在した。 しかし， これ以降，逆流が発生し， 1978年度に
Carrefourはオーストリアとベルギーから撤退し， 1979年度にドイツを放棄し，
スペインやスイスからも手をヲ｜いた。 Carrefourがヨーロッパ各地から撤退し
た理由としては，ハイパーマーケットというこの小売形態の移植を受容する準
備が整っていなかった点が指摘できょう。
(26) Ibid.,pp.16-17. 
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フランスの流通業者は，現在ではイタリアへの回帰を排除しているわけでは
ない。例えばEuromarch創立， EspiritoSantoグループとの合弁子会社を介し
てポルトガ、ルに出店している。時代が経過し，ハイパーマーケットが不可欠な
ものとなり，現在では流行を創造した。フランスの流通業者は適切な提携を結
んでおり， Promodおの成功はこの視角の十分な典型である。こうして，単一
市場の圧力がヨーロッパへの道程を発見したりあるいは再発見せしめるのであ
る（27）。
(2) ヨーロッパ小売業の戦略
前もって注意すべき点が2つ存在する。第一に，フランスの小売業は，国際
化するために1993年度の期限告示を待つてはいなかった。フランスの小売業は，
長期間にわたって，多数の理由一行政上の制限，国内市場の限度（飽和しつ
つある市場，外国よりも高い成長率の期待），フランスで実験されたノウハウ
の移転等ーによりヨーロッパ化されている。一方，単一市場の展望は，食料
品産業において拡大している集中を導く。工業多国籍企業の圧力に既に直面し
ているが，フランスの流通業者は単一市場の範囲においてさらにヨリ強力な集
団に立ち向かわねばならない。その固有の部門における新しい競争次元につい
て語らなくとも，フランスはヨーロッパになっている。なぜなら，多数の外国
の流通業者がフランス本土に存在しているとすれば，この現象は拡大すること
になるだろう。産業集中とヨーロッパの部門間競争というこつの圧力の下で，
フランスの流通業者は 商業信用と金融信用 (surfaces commerciale et 
financiere）の拡大に制約されている。多年に渡り，フランス商業の巨人が集
中し国際化しているならば，この傾向の強化が期待されねばならない。ヨーロッ
パにおけるこの競争において フランスの流通業者の長所と短所は外国の競争
者に対峠するであろう（制。
。カ Ibid.,p.18. 
(2s) Ibid.,p.25. 
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このようにフランスの流通業者はヨーロッパで活発に海外進出を執行してき
たのであるが，ヨーロッパ最大の食料品流通業者は表Iから明らかなようにド
イツのTengelmannで、ある。
表I ヨーロッパの食品流通
企業名 国 名 売上高（10億フラン）
Tengelmann ド イ ツ 100.8 
Leclerc フランス 74 
Metro ド イ ツ 67.1 
Aldi ド イ ツ 66.7 
Carrefour フランス 64.8 
In terrrtarche フランス 58 
Gateway イギリス 55.5 
Sainsbury’S イギリス 54.1 
As co ド イ ツ 49.3 
Ahold オランダ 46.5 
Pram odes フランス 46.2 
Group Auchan フランス 45 
Tesco イギ、リス 44.5 
Co-op ド イ ツ 40.8 
Casino フランス 35.5 
Delhaize ベルギー 34 
Argyll イギリス 29.5 
Asda イギリス 29.5 
Cora フランス 24 
Gib Group ベルギー 23.8 
Docks de France フランス 23.1 
Euromarche フランス 22.9 
Libre Service Actualites, {La Distribution et l'Europe} , 
Libre Service Actuαlites,ri 1179,6 octobre 1989,p.26. 
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このことは，ヨーロッパの基準と販売高の基準により確立された流通業者の類
別から派生する。ドイツは 上位六社の中でいくつかの集団（Metroのように，
小売商業においてか，それとも卸売・小売商業で遂行しつつある）と共に第一
位を保持している。フランスの流通業者の第一位はLeclercかCarrefourで、あり，
上位六社に三つの集団が入っている。これらの順位がフランス商業の力動性を
示しているならば ヨーロッパで、の競争において不利な条件を隠す必要はな
しヨ（29)。
フランスの流通業者の長所と短所は次のとおりである。長所としては，フラ
ンス流通に関して認識される力動性（dynamisme）と成果，専門量販店の明
確なノウハウ，専門店フランチャイズにおける前払い，通信販売の特質（マー
ケテイング等），新しいコンセプトに対する突破口，多数の流通業者にとって
の国際化の経験，低マージン価格に基づいた競争期間，及び重い法的規制の慣
習が指摘され得る（初） 0 
さて，フランスの流通業者の短所として以下の点が挙げられる。第一は困難
な経済的環境である。フランスの流通業者は，フランス会計法の重圧，従業員
当りの平均時間費用の中での歪み，多数の商品に基づいたヨリ高いフランスの
付加価値税率により劣性に立たされている。
第二はフランス人の精神状態である。フランス人はほとんど移動せず，また
外国語を十分に使いこなすことができないのみならず盲目的愛国主義者で，唯
一のフランス人の価値観しか認めない。
第三は流通部門の特徴である。フランスの流通は ヨーロッパの対応する存
在に関連して強い立場にいない。また，フランスの流通の集中は，他の諸国よ
りも強くはなっていない。さらに 商業施設は他国に比較してヨリ分散してい
る。プラン・フィナンシエールに関して言えば最強の集団は外国のそれであ
り，フランスのそれではない。このことは，低い販売収益やイギリスに対して
。め Ibid.,p.26. 
~o) Ibid. 
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低い利潤によるものである。フランスにおいて実施される製造業者と流通業者
の関係の特徴は，価格と信用（credit）を得ることを可能ならしめるならば，
販売収益を産出する流通業者銘柄の開発にブレーキをかける点である。ドイツ
の流通業者によれば，フランスの購買方法は最も効率的ではない。このような
現実は，集団によって微妙な差異を示している（31)0 
すなわち，流通業者がヨーロッパの単一市場で、意思決定する戦略に差異が派
生するのである。第一の戦略は 商業信用と金融信用及び最高の収益性に達す
るためにフランスで強化されたり，生産性の利益を獲得することのみならず全
国のリーダーになったり あるいは外国の競争者に対して道を閉鎖したりする
ことに代表される。このような意思決定の選択は 国家の威風を与えられるこ
とに主眼を置いた地方企業に特に関連する。 Intermarch創立1992年度に販売箇
所を二倍にすると予測している。このフランスの成長戦略は異なった方法を借
用することが可能である。それは，まず第一に産地（metierdorigine）にお
ける強化である。 LaRedouteと 3Suissesは，販売高と市場の部分を膨張
させる通信販売のフランス企業を購入した。ブルターニユのRallyeは，地域会
社の LaRuche Meridionaleを取り戻すために Cfaoにより市場に投入され
た最近のOpaを通して強い抵抗力が存在することを示した（制。
第二に多様化による強化である。地域集団である Gentyは，数年間後に，
Go Sportを買収したSociete Alpine de Sportの子会社と共にスポーツ用品
店において多様化した。ベルギー，スペイン及びアメリカ合衆国での国際化の
冒頭で， GoSport はフランスにおいて有名なスポーツ店の一つである。生産
と商品引き渡し条件の14単位を保有するIntermacheのようにLeclercは，規模
の経済を可能ならしめる生産単位に重点的に投資をし ヨリ良い収益性をもた
らした。
第三は攻撃による強化である。多数の流通業者は，選択的ないし排他的販売。1) Ibid. ,pp.26-27. 
(32) Jbid.,p.29. 
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を品揃えから製品まで拡張することを試みている。例えば，貴金属品（Leclerc,
Euromarche）、薬品（Auchan,Leclerc）、商品サー ピス（LaRedoute,Carrefour, 
Leclerc,Nouvelles Galeries）等が考えられる（33)0 
第二の戦略は，ボルドーからニースまでの偉大な南部（Grandsud）を建設
中のLaR uche Meridionaleにより選択された。 LaRuche Meridionale集団を
自由に使用可能な諸力や考えられ得る変化のシナリオの分析の後で，意思決定
が停止した。この企業の三つの構成要素－Laruche Meridionale,Sodim及
び Cantelaubeー は既にフランス南部に基礎をおき， LaRucheはスペインで
子会社を創立した。
最大規模の小売業者と競争したりあるいはそれらと同一の立場にいるパート
ナーを考慮することを可能ならしめるヨーロッパの威風を与える第三め戦略は，
フランスの首位集団により明示的あるいは暗示的に維持されている。この戦略
は，同時にフランスの流通が重量級（poids lourd）であると共に国際的導入
をすると想定している。後者は 海外で子会社の設立により活発に変動する形
態を与えることが可能であり（内部成長） 外国企業の買収や資本参加を介し
て（外部成長）地方パートナーと共に子会社の比較もなすことが可能であ
る（34）。
以下で事例を提示しよう。 Carrefour集団は，フランスの流通の競争相手の
先頭の一団であるが スペインの上位流通業者の一つでもある。フランスの巨
大流通業者であるPromodおはドイツ ポルトガル及びイタリアにも同様に進
出している。 Casino集団はイタリアのLaRinascenteと協定を締結した。 La
Rinascenteは，マーケテイング活動の共通の調整とイタリアのスーパーマーケッ
トであるRinascente/ Smaの活動のそれにより イタリア等で、スー パー マー ケッ
トの展開に携わる合弁子会社の設立を介して経営の基礎が固まった。
。功 Ibid.
(34) Ibid. 
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V 結
? ?
本論では，ヨーロツノ刈、売業の国際化を規定する要因としてプッシュ動機と
プル動機があることを示すと同時に，製造業と小売業を区別するうえで重要な
役割を演じるサーピスの性質について論じた。さらに，ヨーロツノ刈、売業の国
際化の現状をフランスの視角から扱った。
しかし，本論では触れることができなかった問題として，ヨーロツノ刈、売業
の国際提携が残っている。巨大な小売業集団がこの点でどのような行動をする
かが，今後の分析の対象となり得るだろう。その場合 ヨーロッパの単一市場
の出現が小売業にいかなる影響を与えるか，という点も考察する必要があろう。
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